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約 2043 万人となり、初めて 2000 万人を突破した。全体に占める非正規労働者の割合も過去
最大の 38.2％に達している。男女別では、男性は 22.1％、女性は 57.5％を非正規労働者が占
めるまでに至り、男女ともに上昇が続いている。なかでも女性の非正規労働者の割合は、こ



















 総務省統計局「労働力調査」によると、1992 年から 2012 年の 20 年間で雇用者（役員を除
く）は 214 万人増加しているが、その内訳をみると、正規は 149 万人の減少、非正規は 362
万人の増加となっている。その結果、雇用者（役員を除く）に占める非正規雇用の割合は、
92 年の 20.5％から 12 年の 35.2％へと大きく拡大している。なかでも、女性の非正規の増加
は著しく、この 20 年間に、正規が 110 万人増加しているのに対し、非正規は 541 万人増加し
ている。その結果、女性雇用者に占める非正規の割合は、1992 年の 38.3％から 2012 年には
54.5％へと雇用者の半数を超えるまでに至っている。 
非正規の中で最も大きな割合を占めているのはパートである。この 20 年間に 170 万人増加
しているが、特に 90 年代後半以降の増加が著しい。しかしながら雇用形態の多様化が進行す
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1985 年 3,999 3,343 360 139 - 156 
1986 年 4,056 3,383 381 142 - 150 
1987 年 4,048 3,337 414 147 - 150 
1988 年 4,132 3.377 443 156 - 156 
1989 年 4,269 3,452 468 188 - 161 
1990 年 4,369 3,488 506 204 - 171 
1991 年 4,536 3,639 522 212 - 163 
1992 年 4,664 3,705 555 227 - 176 
1993 年 4,743 3,755 565 236 - 185 
1994 年 4,776 3,805 559 241 - 171 
1995 年 4,780 3,779 563 262 - 176 
1996 年 4,843 3,800 594 276 - 173 
1997 年 4,963 3,812 638 307 - 207 
1998 年 4,967 3,794 657 329 - 187 
1999 年 4,913 3,688 686 338 - 201 
2000 年 4,903 3,630 719 359 33 161 
2001 年 4,999 3,640 769 382 45 163 
2002 年 4,940 3,489 718 336 43 230 125 
2003 年 4,948 3,444 748 342 50 236 129 
2004 年 4,975 3,410 763 333 85 255 128 
2005 年 5,007 3,374 780 340 106 278 129 
2006 年 5,088 3,411 792 333 128 283 141 
2007 年 5,174 3,441 822 342 133 298 137 
2008 年 5,159 3,399 821 331 140 320 148 
2009 年 5,102 3,380 814 339 108 321 139 
2010 年 5,111 3,355 848 345 96 330 137 
2011 年 5,129 3,327 868 356 96 357 126 
2012 年 5,154 3,340 888 353 90 354 128 
（出所）総務省統計局「労働力調査」 
注 1）1985～2001 年の数値は各年 2 月の数値である。2002 年以降は年平均の数値である。 
2）2011 年は東日本大震災により調査が困難となった 3 月から 8 月までを補完推計した参考値によって求め
た数値である。 
 
先ず第 1 は、パートの年齢層の変化である。女性の場合、もともと 35 歳から 54 歳層の主
婦が主流で、その割合は 1992 年には女性パートの 69.1％（362 万人）を占めていたが、2012
年にはその割合は 53.8％（426 万人）にまで低下している。代わって 55 歳以上層が増加し、
全体の 30.8％を占めるまでに拡大し、さらに若年層（15 歳～34 歳層）も増加している。 
第 2 は、男性パートの増加である。その数は、30 万人から 97 万人に増え、パート全体で
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にするため」15.7％と続いており、経済的要因で働かざるを得ないパートが多くなっている
ことが分かる。 





次に契約社員についてみてみると、この 20 年間で、嘱託を含めた形ではあるが、176 万人















れるようになった 1999 年以降をみてみると、1999 年の 28 万人から 2008 年には 140 万人へ
と増加している。ただし、リーマンショック以降は、派遣労働者の雇止めや「年越し派遣村」
の存在等々によって派遣という働き方に対する批判が多く出され、派遣労働者保護の側面が


















働者の転職状況を総務省統計局「就業構造基本調査」（2012 年）でみてみると、過去 5 年間





















転職状況については、総務省統計局「就業構造基本調査」（2012 年）によると、過去 5 年間
に 208.5 万人のパートが転職しているが、その 68.2％は同じくパートに、正社員に転換した
のは 14.6％、約 30.4 万人のパートにすぎなかった。 
次に、契約社員についてみてみると、雇用契約期間については、総務省統計局「就業構造
基本調査」（2012 年）より、「6 か月超 1 年以下」が 42.3％で最も多く、次いで「1 か月以上 6
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か月以下」20.8％、「1 年超 3 年以下」17.5％と続いており、1 年以下の短期契約が全体の 63.1％
を占めている。雇用契約期間の更新については、8 割強が「更新あり」で、更新回数の内訳













2010 年には 43.1％へと増加している。しかし、この 5 年間に転職した契約社員 79.3 万人のう
ち、正社員に転換できたのは、35.5％に当たる 28.2 万人にとどまっている。 
派遣の場合は、厚生労働省「2012 年派遣労働者実態調査の概況」（以下、「2012 年派遣調
査」）によると、派遣契約期間は、「2 か月を超え、3 か月以内」が 42.2％と最も多く、次いで
「3 か月を超え 6 か月以下」が 17.3％、「6 か月を超え 1 年以下」14.8％と続いている。6 か月
以下の派遣契約期間が全体の 59.5％を、1 年以下が 74.3％を占めていることになり、極めて
短期の雇用契約が結ばれていることが分かる。派遣労働者が就業している事業所の通算派遣




人以上の場合は 43.4％、30～99 人の場合 48.8％と、かなり高い割合で派遣契約の中途解除が
行われていることがわかった。さらに派遣から正社員への転換制度については、採用してい
る事業所の割合は 13.0％で、このうち過去 1 年間に派遣から正社員に採用した事業所はわず
か 1.7％にしか過ぎなかった。しかし、契約社員のケースと同様、厚生労働省「就業形態の多






















（出所）厚生労働省「平成 24 年賃金構造基本統計調査」 
パートの賃金については、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（2011 年）より、一般労
働者とパートの 1 時間当たりの所定内給与額を比較してみると、一般の男女を各々100 とす














支払い状況は、それぞれ 17.4％、56.2％、26.6％であった。さらに正社員と 1 時間当たりの基
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本給を比較すると、「正社員より低い」が 61.6％と最も多く、「正社員と同じ（賃金差はない）」
は 27.9％であった。正社員より低いと答えた事業所の基本給の水準は、「正社員の 8 割以上」























派遣の賃金については、「2012 年派遣調査」によると、時間給で「1000 円～1250 円未満」
が 29.9％と最も多く、次いで「1250 円～1500 円未満」と「1000 円未満」が 20.2％で、1500
円未満に 70.7％が集中していることが分かる。時給 2000 円以上の層はわずか 8.3％にしか過

























能力開発の在り方については、正社員と同様に OJT や Off-JT を実施している企業が多い。し
かし他方で、入社時研修以外は能力開発をしていない、入社時以外はOJTのみというように、
正社員に比べてその機会が少ないケースも多くみられる。 

























して初めて抜本的改正にこぎつけ、2008 年 4 月より改正法が施行されている。 
 改正法で最も注目されたのは、パートを①職務（仕事の内容及び責任）、②人材活用の仕組






れたにすぎない。実効性はほとんど期待できないといえる。しかも、改正法第 8 条の 3 要件


























て、2011 年 2 月より「今後のパートタイム労働対策に関する研究会」で検討が行われ、同年
9 月には、「今後のパートタイム労働対策に関する研究会報告書」が公表されている。同報告
書を受け、2012 年 1 月以降は、労働政策審議会雇用均等分科会でパートタイム労働対策につ
いて検討が重ねられ、6 月には「今後のパートタイム労働対策について」が報告されている。 
それによると、パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保については、（1）パートタイ





ートタイム労働法は第 9 条第 2 項について、有期労働契約法制の動向を念頭に、削除するこ
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立には至らず、修正協議のなかで、規制強化の側面が大幅に後退する形での決着となった。
最終的には、登録型派遣や製造業派遣の禁止は見送られ、2012 年 3 月に改正法は成立した。
改正法の内容については、（1）日雇い派遣（日々または 30 日以内の期間を定めて雇用する労
















と）に最長 3 年に変更などが予定されている 7）。さらに安倍首相が設置した規制改革会議の
雇用ワーキンググループでは、日雇い派遣の解禁、グループ内企業への派遣を 8 割以下に抑






大きな社会問題として認識されるようになったこともあって、厚生労働省は、2009 年 2 月「有
期労働契約研究会」を設置し、翌年 9 月には「有期労働契約研究会報告書」を公表した。そ
の後、2010 年 10 月に労働政策審議会労働条件分科会に対して、有期労働契約法制の在り方
について諮問がなされ、翌年 12 月同審議会は、「有期労働契約の在り方について」の建議を
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契約に転換させることなどを法定することにより、労働者が安心して働き続けることが可能
な社会の実現を図る」こととされ、そのポイントは、①有期労働契約の期間の定めのない契
約への転換（第 18 条）、②有期労働契約の更新の法制化（第 19 条）、③期間の定めがあるこ























 「多様な正社員」モデルの提案は、厚生労働省の各種研究会で 2009 年末以降進められてい
る。2010 年 7 月の雇用政策研究会報告書「持続可能な活力ある社会を実現する経済・雇用シ
ステム」の公表、2012 年 3 月の「多様な形態による正社員」に関する研究会報告書の公表、




雇用ワーキンググループが 2013 年 5 月に公表した報告書「雇用改革報告書－人が動くため
に－」を見てみると、総論部分で雇用改革の取組方針として「失業なき円滑な労働移動」が
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4.2 「多様な正社員」の現状と問題点 
限定正社員の企業による活用実態については、労働政策研究・研修機構「多様な就業形態
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さらに、労働政策研究・研修機構が 2011 年度と 2012 年度に実施した企業ヒアリング調査
より以下の点が指摘されている。 
































 先ず第 1 は、雇用ワーキンググループは、「多様な雇用形態を作ることが有期雇用から無期


































































1）総務省統計局「労働力調査」の最新データ（2013 年 11 月）によると、派遣労働者数は 116 万人で
再び増加傾向にある。 
2) 厚生労働省「能力開発基本調査」（2012 年） 
3) 厚生労働省職業安定局「非正規雇用労働者の能力開発抜本強化に関する検討会報告書」（2012 年 12
月） 
4) 労働政策審議会雇用均等分科会「今後のパートタイム労働対策に関する研究会報告書」（2011 年 9
月） 
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5) 青山悦子「『改正パートタイム労働法』と均等・均衡待遇原則」（「嘉悦大学研究論集」53 巻 2 号、
2011 年） 
6) 「日本経済新聞」2012 年 10 月 2 日 
7) 労働政策審議会職業安定分科会労働需給制度部会「労働者派遣制度の改正について（報告書骨子
案）」（2013 年 12 月） 
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